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次世代の会計業務と会計監査

株式会社JBAホールディングス（JBAグループ）
代表取締役 グループCEO 脇 一郎（公認会計士）

2019年3月12日（火）
18:30～20:30



講師略歴

経歴

1992年10月 公認会計士2次試験合格（早稲田大学在学中）
1993年3月 早稲田大学商学部卒業
1993年3月 中央監査法人国際部（Coopers & Lybrand)入所

主に外資系企業の会計監査を担当
1996年3月 公認会計士3次試験合格～公認会計士へ
1996年8月 欧州系外資系企業、ファイナンシャルコントローラー
2000年10月 同社アジア地区担当、ファイナンシャルコントローラー
2001年7月 米系外資系企業（NASDAQ上場）、ビジネスアナリスト
2002年9月 外資系ソフトウェア会社 代表取締役就任
2006年9月 ジャパン・ビジネス・アシュアランス株式会社

マネージングディレクターとして参画
主に、内部統制関連（米国SOX、J-SOX）コンサルティング、IFRS対応コンサルティング、経営管理体制構築
支援などを担当

株式会社JBAホールディングス
＜JBAグループ～会計・税務のプロフェッショナルファーム～＞
公認会計士 脇 一郎

早稲田大学会計大学院 非常勤講師
日本公認会計士協会 組織内会計士協議会 副議長
ＩＦＲＳコンソーシアム 主任研究員

最近の執筆
 「会計方針の統一に向けた文章化はこうする」（旬刊経理情報2018年3月1日号）
 「監査人とコミュニケーションを上手にとる方法」 （旬刊経理情報2018年6月10日号）
 「「現代流」経理人材育成の考え方（旬刊経理情報2018年8月20日、9月1日合併号）
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JBAグループ ～会計・税務のプロフェッショナルグループ～
JBAグループ会社： 株式会社JBAホールディングス

ジャパン･ビジネス･アシュアランス株式会社
JBA HRソリューション株式会社
JBAプロセス・イノベーション・コンサルティング株式会社
JBAファイナンシャルアドバイザリー株式会社
JBAキャピタル合同会社
JBA税理士法人
JBA司法書士法人
JBA社会保険労務士法人
株式会社JBA不動産鑑定事務所
JBAアセットマネジメント&コンサルティング株式会社
JBA行政書士事務所
JBA土地家屋調査士事務所
JBAアジア株式会社
上海捷比愛投資管理諮詢有限公司

事業所： （グループ本社） 東京都千代田区
（関西） 大阪市中央区
（千葉） 千葉市美浜区
（横浜） 横浜市中区／西区
（四国中央） 愛媛県四国中央市
（松山） 愛媛県松山市
（上海） 上海市黄浦区茂名南路

従業員（グループ）： 役員・社員 約130名（公認会計士・税理士資格保有者 約50名）
業務委託者 約50名（ほぼCPA資格（日本、米国）保有者）

主なサービス： 会計関連コンサルティング（経理・決算支援、M&A関連サービス、IFRS導入コンサルティング、他）
税務関連コンサルティング（税務申告サービス、記帳代行、相続税・事業承継コンサルティング、他）
人材紹介・派遣サービス
司法書士サービス（設立登記、議事録作成、他）
アジア関連支援サービス（現地進出サービス、現地法人記帳、税務、監査サービス、他）

ウェブサイト： www.jbagroup.co.jp
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本日のプログラム
１．いま何が起こっているのか
（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）がもたらすもの
（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
（３）最新IT技術導入のポイントと留意点

２．最新IT技術を使った会計業務
（１）経理財務部門を取り巻く環境の変化
（２）経理業務プロセス改革の必要性
（３）プロセス改革時に網羅すべき3要素
（４）内部統制の考え方
（５）改正電子帳票保存法（平成２８年）概要
（６）業務プロセス改善はIT化が全てではない
（７）業務プロセス構築例
（８）RPA導入対象業務例
（９）RPA導入の留意点
（10）RPA導入とAI

３．監査業務への展望と課題
（１）「次世代の監査への展望と課題」目次
（２）次世代会計業務と監査への影響
（３）監査技法の進化の必要性
（４）次世代の監査実施にあたっての諸課題
（５）新たな領域で活躍する公認会計士像
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１．いま何が起こっているのか
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（出典：JBAグループHP）

経理財務部門を取り巻く環境の変化
～会計事務所も場所を問わない時代がやってくる！～
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（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）
がもたらすもの ～自動化ロボティクス（日本RPA協会より）

https://www.youtube.com/watch?v=PDMUoXvVgxc
■動画出所
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※本PDF上では動画ファイルは再生しません。リンク先のYoutubeからはご覧いただけます。

https://www.youtube.com/watch?v=PDMUoXvVgxc


金融の分野ではFinTechが発達。金融機関と金融系システムインテグレーターの
協業による新しい金融サービスが提供されている

• クラウドシステム上で家計簿サービ
ス等を用いて、個人資産を管理
 金融機関・銀行・証券会社とデ

ータ連携
 ファイナンシャルプランのアド

バイス等の付加サービス

①個人資産管理

Finance 金融機関

（個人）
• P2P（ピア・ツー・ピア）レンディ
ング：仲介会社を介した個人間少額
貸付

（法人）
• クラウド会計システム上の融資審査
• クラウドファンディング
• ソーシャルレンディング

②融資

FinTech

（個人）
• EC決済サービス
（法人）
• 通貨が異なる国際間の送金・決済
• 仮想通貨による決済システムの開発
• アカウントアグリゲーション（口情
報の集約）

③決済

Technology テクノロジー企業

• ロボアドバイザー
 システム上のバーチャルなアド

バイザーが助言や投資一任業務
を実施し資産運用業務を代行

④投資支援

• クラウド型会計ソフト
 経費精算
 給与計算
 金融機関連携
 レポーティング

⑤経営支援業務
• 仮想通貨
 法定通貨とは別のネット上のバー

チャルな通貨
• ブロックチェーン
 分散型台帳技術
 安価で便利な決済・送金手段であ

る仮想通貨ビットコインを支える
基盤技術

⑥仮想通貨

個人・法人へのサービス提供

（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）
がもたらすもの ～FinTech利用分野～
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金融機関におけるオープンAPI導入に係
る制度的枠組みの整備

平成29年3月3日に閣議決定された銀行
法等の一部を改正する法律案（現在国
会にて審議中）では、電子決済等代行業
者（フィンテック企業）を登録制とした上
で、金融機関に対し、フィンテック企業との
API連携への体制整備を求めている。
改正が成立すれば、金融機関とフィンテック
サービスのAPI連携が促進され、クラウド会
計サービスをはじめとした、フィンテックサービ
スの利便性、安全性が向上することが予
想される。

出典：金融庁HP「国会提出法案」
http://www.fsa.go.jp/common/diet/193/01/gaiyou.pdf

銀行法改正により、FinTechの安全性、利便性はより向上する見込み

（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）
がもたらすもの ～FinTech推進に向けた制度～
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（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）
がもたらすもの ～AI搭載製品～

企業名
AIを取り入れた代表的な
製品・サービス名

概要

欧州SAP SAP Clea
AIを取り込んだアプリケーション「SAP Clea」を2017年1月に発表。会計、採用、マーケティングな
どの領域でAIを取り入れたアプリケーションを提供予定

米オラクル
Adaptive Intelligent
Applications

クラウドサービスの利用データに加え、SNSやPOSといった社外のデータを分析し、ERPやCRMなど
のアプリケーションに組み込んで提供。第一弾製品「Offers」を提供予定

米セールスフォース・ドットコム Salesforce Einstein
SaaSにAIを組み込むコンセプト「Salesforce Einstein」を2016年9月に発表。2017年のバージョン
アップからAIを取り入れた機能を本格的に始める

日立ソリューションズ リシテア/AI分析
人事パッケージ「リシテア」に蓄積したデータを、AIを使って分析する機能を提供。「組織ストレス
予測サービス」を2017年2月に、「組織パフォーマンス診断サービス」を5月に販売開始予定

米マイクロソフト Dynamics 365
2016年11月に提供開始したERP「Dynamics 365」にAIを中心としたAIを活用する機能を搭載。「リ
レーションシップインサイト」「需要予測」などの機能が過去の同様の機能と比較して高い精度で利用
できるようになった

ワークスアプリケーションズ HUE
2015年12月に提供を始めたERP「HUE」で順次、AIを使った機能を提供中。予測分析を使った入力支
援機能などを提供

米ワークディ
Retention Risk、Customer
Collectionsなど

2014年からAIを取り入れたアプリケーションの提供を開始。2017年3月に最新版では、ユーザーが自
らデータを分析したり、活用したりできる「Platform」の提供を始める

現段階では、主に「入金消し込み」「需要予測（予算策定）」
「ビッグデータを使った分析」などの機能に利用
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出典：日本におけるテクノロジのハイプ・サイクル：2018年」
（ガードナージャパン2018年10月11日）

（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）
がもたらすもの ～AI、RPA、ブロックチェーンは「幻滅期」～
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出典：日本におけるテクノロジのハイプ・サイクル：2016年」
（ガードナージャパン）

1. すごく賢いAIが既に存在する
2. IBM Watsonのようなものや機械学習、深層学習を導入すれば、誰でもすぐに

「すごいこと」ができる
3. AIと呼ばれる単一のテクノロジーが存在する
4. AIを導入するとすぐに効果が出る
5. 「教師なし学習」は教えなくてよいため「教師あり学習」よりも優れている
6. 深層学習が最強である。
7. アルゴリズムをコンピュータ言語のように選べる
8. 誰でもがすぐに使えるAIがある
9. AIとはソフトウェア技術である
10.結局、AIは使い物にならないため意味がない

（１）最新IT技術（AI、RPA、フィンテック、クラウド、など）
がもたらすもの ～AIのよくある10の誤解（ガードナー）～
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（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
～労働力の代替可能性～

10~20年後に、日本の労働人口の約49%が就いている職業が
人工知能やロボット等に代替可能との推計結果が得られている

<参考資料>
野村総合研究所 2015年12月2日 News Release
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バックオフィス・会計分野の
代替可能性が高い

<参考資料>
野村総合研究所 2015年12月2日 News Release

一般事務員

●人口知能やロボット等による
代替可能性が高い100種の職業
（50音順、並びは代替可能性確立と無関係）

会計監査係員

経理事務員

データ入力係

例＞

（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
～会計業務の代替可能性～
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会計事務従事者、会計に関連する資格の受験者数はともに減少して
おり、今後もこのトレンドは続くことが予想される。

（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
～経理人材の減少～

（出典）
会計事務従事者数： 総務省統計局「国勢調査 時系列データ」より集計

（出典）
税理士試験受験者数：国税庁「税理士試験情報」より集計
簿記検定一級受験者数：日本商工会議所 「受験データ」より集計
公認会計士試験受験者数：公認会計士・監査審査会「公認会計士試験情報」より集計

会計事務従事者数の推移 会計系資格受験者数の推移

0
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2,500

3,000

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

2015年
148.6万人

（単位：千人）

税理士試験受験者数

日商簿記1級年間受験者数

公認会計士試験出願者数

（単位：千人）

2017年
2万人

2017年
4.1万人

2017年
1.1万人
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Sheet1

		列1		税理士試験受験者数		日商簿記1級年間受験者数		公認会計士試験出願者数

		2007		65		37		21

		2008		63		37		21

		2009		63		40		21

		2010		63		41		26

		2011		60		36		23

		2012		58		32		18

		2013		55		27		13

		2014		50		24		11

		2015		47		22		10

		2016		44		21		10

		2017		41		20		11







（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
～クラウド会計システム～

経理の分野では、クラウド会計システムにより自動化が進展

経理担当従業員 経営者

金融機関

カード会社

クラウド会計
システム

会計事務所

口座データ・
（融資審査）

決済データ

経費申請 確認・修正 レポート閲覧

確認・修正

現預金
自動仕訳化

経費
自動仕訳化

経費
自動承認化

例外仕訳確認
不正取引

モニタリング

税務チェック
月次レビュー

場所を問わず
閲覧可能
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リアルタイム
経営

クラウド会計を利用するこ
とで、複数拠点の経営成績
をリアルタイムに把握する
ことができます。

専門家との
スムーズな連携
税理士・会計士とリアルタ
イムにデータを共有して、
日々の経理から、決算・申
告を効率化できます。

自動化による
業務効率化

銀行口座やクレジットカー
ド、その他の業務システム
との連携することで、仕訳
や振込データを自動で作成
し、業務を効率化すること
が可能です。

（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
～クラウド会計システム～

クラウド会計の利用には、「リアルタイム経営」「自動化による業務効
率化」「専門家とのスムーズな連携」などのメリットがある
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（２）経理財務部門を取り巻く環境の変化
～時代はデータアナリティクスへ～

ERP

【今まで】

業務
システム

＜実績データ＞

BIツール
ビジネス

インテリジェンス

マネジメント
レポーティング

ERP 業務
システム

＜実績データ+将来予測＞
データ

アナリティクス
（マーケティング
データ含む）

ビッグ
データ

【これから】

マネジメント
意思決定支援

将来CFに基づく
会計処理

経理財務部門も将来予測データを扱うことが必要！
ポイント

（減損、のれん評価など）

©2019 JBA GROUP18



（３）最新IT技術導入のポイントと留意点～RPAの活用～

RPA(Robotic Process Automation)により、定型作業は自動
化が進む

データ
収集

データ
加工

データ
入力

データ
確認

仕訳
作成

仕訳
検証

レポー
ト確認

■システムを用いた会計処理のプロセス例

システム＋手作業
→手作業による場合、毎期同じ運用が必要
→作業によってはExcel等の加工が必要
→システムを運用する場合でも入力・登録・検証等の作業が必要
→インプットデータが変更される都度、同じオペレーションが複数回必要となる

従来のシステム＋RPAで自動化
→作業の効率化＋ミスの削減＋統制の強化

現在

今後

出典：日本RPA協会HP

• RPAはこれまで人間のみが対応可能と想定されていた作業、もしくはより高度な作業を人間に代わって
実施できるルールエンジンやAI、機械学習等を含む認知技術を活用した業務を代行・代替する取り組み

• 実体としてのロボットではなくソフトウェアによる仮想のロボットで、人がこれまで行っていた例えば
データを抽出したり入力したりといったような定型的な業務を自動化・効率化するもの

• 購買支払業務
• 受注入金管理業務
• 売上管理業務
• リベート管理業務
• 督促回収業務
• etc

■経理領域で適用が
想定される分野
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（３）最新IT技術導入のポイントと留意点～RPAデモ動画～

（出典：株式会社デリバリーコンサルティング http://www.deliv.co.jp/）
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ipaSを利用した業務自動化事例① デモ動画 経費精算書 交通費チェック

デモ動画 打刻データアップロード デモ動画 営業活動におけるipaSの活用

※本PDF上では動画ファイルは再生しません。

http://www.deliv.co.jp/


RPAはルール化出来る作業を処理する機能を持つ。日本企業・海
外企業ともに既に会計業務プロセスのRPA化に取り組んでいる

出典： 企業におけるRPA導入のリスクと対策のポイント（KPMG、2016年11月）

 Input
• アプリの起動
• ログイン・ログアウト
• データ読込

- Web画面
- Excel
- CSV
- OSコマンド
- PDF
- Text
- 電子化した紙データ

• ウェブ検索・参照・抽出
• 入力・登録

処理
• コピー＆ペースト
• データベースへのクエリ発行
• 集計・加工
• 確認・判断

アウトプット
• 帳票作成・出力

RPAの機能例 RPA導入による業務プロセスの自動化範囲

（３）最新IT技術導入のポイントと留意点
～自動処理プロセスの拡充～
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出典：アクセンチュアHP「 実用段階に入ったロボットオペレーション」

RPAは実用段階に入っており、①定型的かつ②一定のボリュームが
あり、③正確性が求められる業務を中心に導入が進んでいる。

＜適用領域の例＞ ＜「取引照合」のプロセス概要＞

（３）最新IT技術導入のポイントと留意点
～RPAの活用事例～
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メリット
人間よりも正確性については圧倒的な能力がある。
変化に強く、柔軟性があるため、スモールスタート・メンテナンス向き。
業務の標準化などを必ずしも必要ではなく、既存のプロセスに適応させる
ので導入が早い。
一般のシステム開発・投資よりも、圧倒的に安価。

デメリット
機械的であるため、定形化をする必要がある（特にクラス1）。
RPA化することで、業務がブラックボックス化する可能性がある。
（特に経理財務部門への導入は）投資対効果を良く検討する必要がある。
お休みをいただくこともある（エラー、フリーズ）。

（３）最新IT技術導入のポイントと留意点
～RPAのメリット／デメリット～
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（３）最新IT技術導入のポイントと留意点
～検討するポイント～

①投資対効果の観点
• 自動処理化は「単純」「業務量が大」「多頻度」が基本的な導入観

点だが、経理財務業務に「業務量が大」「多頻度」が少ないのも事
実（できる部分はIT化を進めてしまっている）。

• 一方、「単純作業」が苦手な若者が増えている（世の中の自動処理
化が進み、単純で反復作業が日常生活でなくなりつつある）。

ROI的視点よりも「働き方改革」視点で推進！

②内部統制の観点
• 特にRPAは、完全なるITプロセス化ではなく、Excelマクロ関数的な

業務になり、スプレッドシート統制的な視点（仕様の確認、フォー
マットの変更管理、セキュリティーなど）が必要となる。

• 新しい内部統制の観点（例：電子帳票保存法（後頁参照））が必要
となることもある。

事故が起こる前に経験のある専門家などに相談！
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（３）最新IT技術導入のポイントと留意点
～検討するポイント～

③ロボマネジメントの観点

• RPAは、情報システム部門が主体的に構築するのではなく、自部門
スタッフがトライ&エラーで構築していくものなので、どこでどの
ロボットが稼動しているかのロボマネジメントが必要となる。

• これがないと、いわゆる「野良ロボ」がうろつくことになる。

④セキュリティーや職務分離の観点

• あらゆるシステムと連携してデータ収集を行う可能性があるため、
今まで以上にデータ保全や職務分離に気を配る必要がある。

• 特に銀行システムとの連携は、経理と財務の垣根を取り外すことか
ら、職務分離に気をつける。

経理財務部門にもIT全般統制が必要！
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２．最新IT技術を使った会計業務
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会計業務は手作業からシステム化を経て、AIを利用した自動化へ変遷

過去 未来現在

AIの進展メインフレーム・
オフコン

クライアント/
サーバ ERP

シ
ス
テ
ム

クラウド

1980 1995 2000 2016 20302020

人間の認知・
知能の解明

自動プログ
ラミング/
数的な特徴
量の生成

大規模
知識理解

言語理解

会
計
業
務

• 伝票起票と転記を中心とした経理処理
• ベテラン経理部員の属人的な業務
• 制度対応中心の定型的な業務

• システム化の進展により自動処理が進展
• 会計と業務の融合（ERP化）
• 制度対応の高度化（会計ビックバン）
• 内部統制報告制度（J-SOX）

• クラウド会計ソフトウェアの台頭・成熟化
• FinTech、AI、RPAなどによる「業務のデジ
タル化」

• 電子マネー、仮想通貨、ブロックチェーン
など「お金のデジタル化」

特
徴

手作業中心 手作業＋自動化 自動化

参考資料：東京大学・松尾豊准教授：技術発展と社会への影響（2015年12月）

（１）経理財務部門を取り巻く環境の変化 ～会計業務の変遷～

手入力 バッチ処理 自動仕訳 リアルタイム

EDI

クラウド

API RPA

FinTech

AI
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（２）経理業務プロセス改革の必要性

人材減少への対応・コスト削減・コア業務への経営資源集中の観
点から経理業務プロセス効率化が必要

参考資料：平成28年厚生労働白書

人材減少への対応 先進IT技術への対応 付加価値の高い業務へ集中

現状のマニュアル系業務
と今後の先進ＩＴ技術を
使用した経理業務プロセ
スでは乖離があるため対
応が必要

• クラウド化/AI/RPAな
ど先端技術への対応

• リスク・ガバナンスの
課題への対応

• ビッグデータの活用
• 先端技術導入・改革プ

ロジェクトの管理
• etc

単純な
経理作業

判断が必要
な経理作業

経営意思
決定関連作業

従来の会計処理・帳票作成・報
告業務からガバナンス・コンプ
ライアンス/Planning 事業系へ
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（３）プロセス改革時に網羅すべき3要素

プロセス変革の際には「正確性」・「網羅性」・「妥当性」 の確保を
考慮して実施する必要がある

正確性
accuracy

網羅性

3要素

妥当性
completeness authorization

最も留意すべき
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（４）内部統制の考え方

出典： 企業におけるRPA導入のリスクと対策のポイント（KPMG、2016年11月）

ITアプリケーション統制 マニュアル統制
マニュア
ル統制

ITアプリケーション統制？ マニュアル統制の延長？
EUC(スプレッドシート統制）？

【RPAの例】
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（５）改正電子帳票保存法（平成２８年）概要（1/3）

出所：国税庁HP（https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/sonota/03_2.pdf）
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出所：国税庁HP（https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/sonota/03_2.pdf）

業務プロセス要件
①相互けん制
②定期的な検査
③再発防止

（５）改正電子帳票保存法（平成２８年）概要（2/3）
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出所：国税庁HP（https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/sonota/03_2.pdf）

（５）改正電子帳票保存法（平成２８年）概要（3/3）
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（６）業務プロセス改善はIT化が全てではない

業務プロセス改革の施策として、経理財務部門で作業を実施することに
加え、内部シェアードサービス化・外部アウトソーシングという選択肢もある

施策 例 留意点
業務環境改善 ペーパーレス電子化・デュアルディスプレイ化

クラウドワークの導入、在宅ワークの導入
• 規程・業務マニュアル等の変更
• 設備投資
• セキュリティ

業務スキル改善 • データベース・システムフロー・クラウド・人工知能等の
先端技術に精通した人材の育成

• ブラックボックス化したシステムとマスタの関連やデータ
処理プロセス（論理）が分かるマネージャーの育成

• 教育の時間・コスト
• 採用方針の見直し

重要性の見直し及び
業務の標準化

• 重要性が低い処理・帳票・報告書の削減
• 手作業・例外処理を極小化し、システムの自動処理を最大

限活用する

• 業務プロセス・既存システムの見直し
• 他部署（他社）との調整
• 正確性・網羅性の確保が必要

業務プロセスコンサル
ティング

業務プロセス改善・刷新の改革を外部プロフェッショナルと
共に実施する

• コスト
• プロジェクトマネジメント

ERPの刷新 導入時の業務プロセスと現行の業務のズレよる非効率な処理
の刷新、業務処理のクラウド化・分散化

• 大規模プロジェクト化による業務負荷
• コスト大

RPAの導入 ERP導入により業務効率化を達成した以外の手作業等へのロ
ボティクス処理の導入

• 他システムとの連携ミス
• 適用誤り・不正利用
• 業務プロセスへの適時対応

アウトソーシング/
シェアードサービス化

ノンコア業務をアウトソーサー（シェアードサービスセン
ター）へ外注しコア業務へ経営資源を集中
外出しする場合インプットとアウトプットが定義できればよ
い（プロに任せるので）

• ナレッジが定着しない
• 導入プロジェクトの負荷
• 人的資源の再配置
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（７）業務プロセス構築例 ～経費精算～

システム上で申請・承認プロセスが進み、銀行の支払データと連携

従業員

承認者

経理

経営者

スキャン入力・申請

確認・承認

承認・
支払手続

データ
連携

クラウド
システム

銀行

確認・修正

確認

仕訳作成

領収書などの「唯一性」確保
（タイムスタンプ、署名など）

スキャン内容確認、デュアル
ディスプレイの方が効率的
ソフトウェアによっては自動
承認、モニタリング機能あり。

原本と抜き取り
チェック後、原本
廃棄
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（７）業務プロセス構築例 ～売上・売掛金～

従業員が入力した情報を請求書に変換し、システム上で郵送可能。
システム上で売掛管理・消込・仕訳登録が可能

顧客

従業員

承認者

経理

請求情報入力

請求情報確認

クラウド
システム

注文書送付

注文書照合
請求書登録

・郵送

請求書受領
振込

入金確認
消込結果確認
消込仕訳登録

電子送付・電子郵送処理の場合には、
送付・郵送の網羅性（重複・未逹）
に留意

顧客別仮想口座で管理⇒消し込み自
動処理を大幅に効率化できる。顧客
ごとの口座管理が必要。

電子注文書、電子契約書
（認定タイムスタンプ＋電子署名）

売掛金消し込み自動処理（自動学習）
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（７）業務プロセス構築例 ～銀行取引の自動仕訳～

ネットバンキングからデータを取り込み、会計システムで自動仕訳

経理

データ取込 仕訳登録

データ取り込み
＆

自動仕訳

クラウド
システム

仕訳確認
＆

自動仕訳化設定

銀行

新規取引先登録プロセスに注意（取
引先が自動作成されるソフトウェア
もある）。

会計
システム

勘定分析

自動仕訳が多くなれば、勘定分析の
重要性が増す

自動仕訳のためには、勘定科目の緻
密なマスターメンテナンスが重要。
取引毎に修正しないこと。
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（７）業務プロセス構築例 ～決算業務～

 データ集計から仕訳入力の自動処理
データ収集⇒加工⇒仕訳作成⇒仕訳入力の自動処理化（下記は例）
 有価証券評価替え
 引当金
 償却計算
 税金計算（繰延税金）
 配賦処理
 連結処理（連結仕訳）

 取引データのモニタリング（Audit Analytics）
誤謬や不正などを感知するためのレビュー（下記は抽出例）
 決算末日、土日祝祭日の仕訳
 同日、同金額の仕訳
 高い役職の方が入力した仕訳
 振替仕訳（販売管理費⇒売上原価、コストセンター間など）

©2019 JBA GROUP38



（７）業務プロセス構築例 ～予算・事業計画策定～

 AIを用いてドラフト作成
通常は各事業部門責任者の作成を積み上げるが、AIを用いてドラフトし
、各事業部門責任者はその修正を理由を付して行う（客観性の確保）。

 集計の自動処理化
予算や事業計画は、実績値集計・加工と異なり、正しい数値を検証する
ことが難しく、集計の正確性を担保するために、集計の自動処理化は業
務の効率性に効果がある。

 経営資料作成の自動処理化
経営会議などに使う会議資料や月次報告資料などの自動処理化。

 シミュレーションダッシュボードの活用
より先進的なマネジメントダッシュボードツール（データアナリティク
ス含む）。ただし、会議でこれを使う場合には、会議のあり方自体を見
直す必要がある。
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経理・財務業務の様々な業務がRPAの導入対象として考えられます。経理・財務業務のうち、定型的・反
復的な作業を対象として、一定の基準でRPA導入対象業務を選定します。

（８）RPA導入対象業務例（１/２）

経理・財務業務におけるRPA導入対象業務例

固定資産システムから
会計システムへのデータ連携

ネットバンキングの入金データと債権データの突合
与信情報のダウンロード

滞納先への督促リスト作成

予算データと実績データの比較資料作成

単体から連結への組替支払調書自動作成

会計

資金
債務

販売

固定資産

予実管理

連結税務

経費

給与

調達

債権

売上日報の集計

債権・債務管理システムとのデータ連携

会計システムからネットバンキングへのデータ連携

請求書データ取込（OCR化を前提）

給与システムから会計システムへの
データ連携（他部署・部門）

タイムシートExcelからのデータ取込

交通費の金額検索
領収書データ取込（OCR化を前提）
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経理・財務部内の定型業務効率化の手段として、従来手作業で実施していた対象領域にRPAを適用して
いる例もあります。

RPA導入事例

参考資料：
経理情報 2017年7月20日（No.1485）、日経コンピュータ2018年2月26日

対象領域 RPAが担当するプロセス概要 業務削減効果の例

管理用のレポーティング 複数システムからデータを取得、加工し、パワーポイントなどで
見やすい形のレポートに編集して、関連する担当者に自動送付

レポートの種類によって60%～
80%削減

経費支払 PDFで送付された請求書からデータを読み取り、債権管理（AP）
のモジュールに債務データを自動入力

PDF化されているデータ分につ
いては70%削減

入金消込 会計システム上の入金消込ロジックだけで消せないものをさらに
自動消込。アンマッチで残った債権データを営業担当者ごとにダ
ウンロードし、経理部門、営業部門の担当者に送付してフォロー

消込率ではなく、自動フォロー
された分までで90%削減

為替レートの更新 日々の為替レートを銀行のサイトから取得し、自社の会計システ
ムにおける為替レートのマスタデータを自動更新

100%削減

マスタデータ同期 会計システム・販売システム・購買システムでそれぞれ管理され
ている顧客マスタ、仕入先マスタのデータを自動同期

ほぼ100%削減。さらに高価な
マスタデータマネジメントシス
テムの廃止も実現

連結決算データの収集 Excelで送付されてくる連結パッケージの内容を精査し、不足デー
タやグループ内での会社間取引のアンマッチを検知して、送付元
子会社をフォロー

単純なチェックに関わる工数を
75%削減

請求書の処理業務 請求書をスキャナーとOCRでデータ変換後、購買システムから発
注データを抽出し請求書データと突合。一致の場合は支払処理、
不一致の場合は担当者に確認依頼

約8割削減（不一致となる約2割
のイレギュラーケースのみ確
認）

（８）RPA導入対象業務例（２/２）
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働き方改革 内部統制

単純・反復
ロボット
マネジメント

RPAの導入の際には、「働き方改革」・「内部統制」・「単純・反復」的業務が選択されているか、ロボットマネ
ジメントは考慮されているかについても留意する必要があります。

（９）RPA導入の留意点

RPA導入の留意点

RPA導入
の留意点

RPA初期投資の回収期間も大切だが人手
による業務の削減量増加しているか及び
労働生産性の向上による働き方改革とし
て効果が創出されているかに留意する

RPAの導入・展開が無秩序に進むと
「野良ロボ」（管理されていないロボ）
が増加し、管理工数負担が増加する可能
性があるため、RPAリストで適切にロボッ
トをマネジメントすることに留意する

内部統制の観点から以下①～④のような
RPA導入によるリスク及びコントロールの
変更について留意する

①全社レベルの統制
例＞統制環境・組織設計・規程類等
②プロセスレベルの統制

例＞新たにRPAに係わるリスクとその
対応、ログの仕組み

③IT全般統制
例＞RPAに対するガバナンス、

開発・保守・変更管理、障害対応
ルール整備、セキュリティ、アク
セス権限

④IT業務処理統制
例＞既存の業務システムへの影響

初期導入段階では複雑な業務・人の好みよ
りも「単純」・「反復」に該当する業務を

選択してRPAを導入し、効果の見極めを行う
ことに留意する。展開時も同様に留意する
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人がRPAの対象とする業務を評価してきたが、人工知能（AI）が自動的で分析しロボットのひな形を作成
する仕組みが導入される予定です。

（１０）RPA導入とAI

AIによるRPA導入業務の効率化

参考資料：「ロボ作り」もロボにお任せ RPAツール、AIで賢く：日経コンピュータ（2018年3月29日）

©2019 JBA GROUP43



３．監査業務への展望と課題
「次世代の監査への展望と課題」

（2019年1月31日）
＜日本公認会計士協会 IT委員会研究報告第52号＞

https://jicpa.or.jp/specialized_field/files/2-10-52-2-20190131.pdf
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（１）「次世代の監査への展望と課題」目次
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（２）次世代会計業務と監査への影響（1/2）

1. クラウド会計ソフトウェア
 仕訳の正確性・網羅性を担保する内部統制

 画像認識の正確性
 デジタルデータの網羅性
 データ生成の妥当性

 アプリケーションプログラムの妥当性
 「受託業務に係る内部統制の保証報告書」

（監査・保証実務委員会実務指針第 86 号 ）
https://jicpa.or.jp/specialized_field/publication/files/2-8-86-2-20111221.pdf

2. RPA
 RPAへの「指示の適切性」（指示が不適切な場合、結果も不適切）

 どのように「指示の適切性」を確保するか（整備状況が重要）
 プログラム開発・変更管理（IT全般統制）の重要性

 エラー対応の重要性（運用状況の不備）
 IT専門家の利用が重要
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（２）次世代会計業務と監査への影響（2/2）

3. ブロックチェーン
 分散型台帳技術

 サイバー攻撃がされにくい・・・取引データ喪失可能性が低い
 情報の改ざんが困難

 データの信頼性が高い
 監査証拠力

 特に「パブリック」（vs「プライベート」）
 取引記録の信頼性について、監査証拠としての説明力
 処理（コンセンサスアルゴリズム等）の検証
 利用範囲の特定
 情報の帰属主体の検討
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（３）監査技法の進化の必要性（1/10）
1. AIと会計監査
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（３）監査技法の進化の必要性（2/10）
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（３）監査技法の進化の必要性（3/10）
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（３）監査技法の進化の必要性（4/10）
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（３）監査技法の進化の必要性（5/10）

2. 監査におけるAIの活用
 不正リスク対応

 過去不正データをAIへインプットが必要
 ビッグデータ活用により分析的手続の高度化

• 分析手法（回帰分析、時系列分析）
• データソース（非財務情報、オープンデータ）
• 分析粒度（単位）

 監査人労働力不足解消
 課題

 素養、知識
 分析環境
 分析の複雑さ
 分析要件の定義、分析結果の判断
 データの信頼性
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（３）監査技法の進化の必要性（6/10）

3. CA（Continuous Auditing）の必要性
 常時監査

 監査人が用意した分析機能を組み込んだサーバに被監査会社のシステ
ムからデータを抽出し、不正の有無を検証

 継続的な監査により、異常点の早期把握、対応が可能
 データの標準化とセキュリティー対応が必要
 CAの活用例・・・仕訳テスト
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（３）監査技法の進化の必要性（7/10）

4. 重要な虚偽表示の発生予測モデルを用いた開示分析
（１）米国のケース
 財務諸表を虚偽表示する場合の内容

① 会計発生高の質＜accrual quality＞（例：売上債権、棚卸資産の増減などの売上総利益に
直接関係する科目）

② 財務パフォーマンス＜financial performance＞（例：総資産利益率の減少、現金売上高の
増加）

③ 非財務情報＜nonfinancial measures＞（例：従業員数の異常な減少）
④ オフ・バランス・シート＜off-balance sheet activities＞（オペレーティングリースの高

い利用、年金資産の期待収益率の高さ）
⑤ 市場に関連する変数＜market-based measures＞（PER、PBRの高さ）

 虚偽表示の発生予測モデル
 Model1: 財務諸表から入手可能な変数のみ（上記①②）
 Model2: Model1 + ③オフ・バランス・シートと④非財務情報
 Model3: Model2 + ⑤市場に関連する変数

Ｆスコア（虚偽表示の発生可能性）＞１
⇒発生可能性が高い

※例：2000年エンロン＝2.76
※例：検証結果上位20％＝虚偽表示が実際にあった企業
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（３）監査技法の進化の必要性（8/10）
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（３）監査技法の進化の必要性（9/10）

（２）日本のケース
 財務諸表を虚偽表示する場合の内容

① 会計発生高の質＜accrual quality＞（例：売上債権、棚卸資産の増減などの売上総利益に
直接関係する科目）
 実体的裁量行動（売上高操作、過剰生産、裁量費用の削減）
 保守主義（虚偽表示と負の関係にある）
 日本特有の要因（金融機関持株比率）

② 財務パフォーマンス＜financial performance＞（例：総資産利益率の減少、現金売上高の
増加）

③ 非財務情報＜nonfinancial measures＞（例：従業員数の異常な減少）
④ オフ・バランス・シート＜off-balance sheet activities＞（オペレーティングリースの高

い利用、年金資産の期待収益率の高さ）
⑤ 市場に関連する変数＜market-based measures＞（PER、PBRの高さ）

 虚偽表示の発生予測モデル
 Model1: 財務諸表から入手可能な変数のみ（上記①②）
 Model2: Model1 + ③オフ・バランス・シートと④非財務情報
 Model3: Model2 + ⑤市場に関連する変数

虚偽表示企業の90％

発生予測モデルとしての精度が高い

AIを活用して監査に役立てたい
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（３）監査技法の進化の必要性（10/10）
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【出典：日本公認会計士協会 IT委員会研究報告第52号 「次世代の監査への展望と課題（2019/1/31）】



（４）次世代の監査実施にあたっての諸課題

1. データ標準化
 ISO/PC295 Audit Data Collection（会計データの標準化推進）

 基礎編、総勘定元帳、売掛金、売上、買掛金、仕入、在庫、有形固定資産のデータフォー
マットを規定

 システム改修のコストは？
 全てのデータが標準化されるわけではなく、標準化されないデータを用いた監査技法の必

要性も検討すべき

2. 被監査会社の協力
 「真正性・完全性」「検索性」「機密性」「見読性」を満たす電子媒体の情報管理を被監査会社

が実施しなければならない

3. 留意点と課題
 データ取り扱いに関する守秘義務の厳格な対応
 専門家の利用範囲拡大
 プロジェクトマネジメントとしての役割が重要
 監査手続実施の集中化
 監査報酬のあり方（直接費だけではなく、間接費も考慮すべき）
 監査技法の変化に伴うスキルと教育制度
 新しい監査証拠と心証から意見形成プロセスの変化
 「監査アシストAI」と「公認会計士」とのチーム構成
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（５）新たな領域で活躍する公認会計士像

そのデータは
信用できますか？

（会計処理を検討する前に・・・）
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ご清聴ありがとうございました。
当セミナー・資料に関するお問い合わせ

seminar@jbagroup.co.jp
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JBAグループの
主なサービス概要
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主なサービス概要～全体～

JBAグループでは、企業内の様々な業務分野に関連する業務支援・業務代行を行っていま
す。特に、財務・会計分野においては豊富な知識と実務経験を有する公認会計士が多数在
籍しており、日常業務の支援から決算業務の代行まで幅広い支援業務を行っています。
JBAグループに所属するプロフェッショナルのほとんどが、大手監査法人出身者や企業勤
務経験を持つ米国公認会計士であり、幅広い分野での実践的なスキルを有しています。

主なご依頼内容：
1. 企業側担当者の退職等に伴う一時的な決算・経理業務の代行支援
2. 連結・開示・監査対応などの高い専門性が必要となる業務支援
3. M&Aなど、一時的負荷が高くなる期間における業務支援
4. 専門人材が少ない連結子会社における連結パッケージ作成支援
5. 国内外の証券取引所への上場時（IFRS、英語対応）における業務支援
6. RPA導入支援（”iPas” by ㈱デリバリーコンサルティング）
7. 人材紹介・派遣サービス～JBA HRソリューション株式会社～

（一般労働者派遣事業 許可番号：般13-305045）
（有料職業紹介事業 許可番号：13-ユ-305317）
http://www.jbagroup.co.jp/hrs/
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主なサービス概要～財務報告作成支援～

JBAグループでは、企業が作成する様々な財務報告書類に対してアドバイスを提供する
だけではなく、作成現場における具体的な作業支援も行っています。また、JBAグルー
プのスタッフは大手監査法人での豊富な実務経験を持ち、様々な企業へのアドバイザ
リー実績がありますので、直面する課題に臨機応変に対応することが可能です。仕訳作
成においては、基礎データの収集及び加工なども含めて行い、監査法人の監査視点など
も事前に考慮して成果物を作成しています。

主なご依頼内容：
1. 決算処理・開示に関する作成・確認作業支援

 決算仕訳作成支援（税効果、退職給付、減損、その他）
 開示資料作成支援（財務諸表本表、連結キャッシュフロー、その他）

2. 会計基準間差異コンバージョン業務
 日本基準、米国基準、国際財務報告基準（IFRS）に対応します。

＜対応する財務報告例＞
 有価証券報告書・届出書、四半期報告書
 会社法決算書類
 目論見書
 米国証券取引委員会（SEC）:Form F-4、20-F、6-K
 国際財務報告基準（IFRS）、米国基準に準拠したアニュアルレポート
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主なサービス概要～M&A関連サービス～

現在、企業経営においてM&Aや組織再編の活用による企業価値の向上は必要不可欠な
テーマとなりました。これらは大規模な戦略であり、その実行には常にリスクが伴い、
安易なM&Aや組織再編は結果として企業価値の向上に繋がらないことになります。また、
会計および税務の側面からも大きな影響を企業に与える可能性があり、慎重な検討が必
要です。JBAグループでは、この高度な専門性が求められるM&Aに関して、様々なサ
ポート業務をご提供します。

主なご依頼内容：
1. 財務デューデリジェンス（財務DD）

M&A対象会社に存在する潜在的財務リスクを網羅的に把握しレポーティングするた
めに、財務デューデリジェンスに必要となる下記の項目について、必要十分な財務内
容調査を実施します。

2. 財務DD対応支援業務（データ整備を含む）
M&A対象会社に財務DDを受けるために必要となる十分な体制・人材、またデータな
どが存在しない場合に、私どもで事前準備を支援させて頂きます。その中には、経営
情報や財務情報の作成支援、また財務DDに欠かせない質問対応や面談の支援を行い
ます。

3. バリエーション（PPA、のれん評価を含む）
企業価値（株式価値）や事業価値の算定、合併比率・株式交換比率の算定、ストッ
ク・オプション価値の算定等、M&Aや企業再編、ストックオプションの付与等に資
するバリュエーション（事業価値評価）報告書をご提供します。
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■正社員紹介サービス
正社員人材を成功報酬制にてご紹介いたします。登録人材のみならず、転職活動を行う人材に直接
貴社求人を元にアプローチしご紹介に結びつけます。会計領域を中心に管理部門、コンサルティン
グ、IT人材など幅広い分野で採用実績がございます。

【対応可能領域】

求人依頼
案件紹介
スカウト

面談
（弊社内）

求人企業への
ご紹介

面接
（求人企業）

内定

正社員紹介フロー 入社までの期間は1～6ヶ月程度を想定しております

士業系

公認会計士

USCPA

税理士

会計

経理

財務

税務

IR

内部監査

他管理部門

人事

総務

法務

企画系

コンサルティング

戦略／業務／IT

コンサルタント

IT

AI技術者

データサイエンティスト

SE

20代
32%

30代
35%

40代
22%

50代～
11%

【登録人材の特徴】

登録者年齢構成

士業
22%

会計
30%管理部門

12%

コンサル
15%

IT
14%

その他
7%

登録者職種構成

【主要取引先（一部抜粋）】
EYアドバイザリー・アンド・コンサルティング株式会社／EY税理士法人
／GMOペイメントゲートウェイ株式会社／KPMGコンサルティング株式
会社／KPMG税理士法人／PHCホールディングス株式会社／PwC
あらた有限責任監査法人／PwCコンサルティング合同会社／PwC税
理士法人／Super Shipホールディングス株式会社／THK株式会社
／アフラック生命保険株式会社／イオンマーケティング株式会社／デロ
イトトーマツコンサルティング合同会社／デロイトトーマツ税理士法人／フ
ューチャー株式会社／旭化成株式会社／株式会社クロスコンパス／株
式会社シグマクシス／株式会社セプテーニ・ホールディングス／株式会
社ニフコ／株式会社ファミリーマート／株式会社ベイカレント・コンサルテ
ィング／株式会社ユーザベース／株式会社三菱総合研究所／株式会
社東芝／有限責任あずさ監査法人／有限責任監査法人トーマツ

主なサービス概要～人材紹介サービス～
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■人材派遣サービス
会計分野に特化した人材派遣サービスとなります。組織変更や社員の急な退職、出産育児休暇等に
伴う一時的な人員減少を支援いたします。職務内容に応じて、二層の人材登録を頂いており、特に
ミドルレベル人材の派遣を得意としております。

派遣人材のレベルと職務内容

エントリーレベル
時給2,000円～4,000円程度

ミドルレベル
時給8,000円～

経理事務、決算補助、仕訳入力、他サポート業
務

決算、税務対応、FP&Aサポート、開示業務

派遣依頼
及び打合わせ

人材選定 派遣開始

人材派遣フロー 派遣開始までの期間は2週間～2ヶ月程度を想定しております

主なサービス概要～人材派遣サービス～
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主なサービス概要～アウトソーシングサービス～

会計、税務を主体として業務全体又は一部のアウトソーシングを受託していましたが、
最近は企業側の人手不足が顕著になってきており、企業の業務全般に渡り相談が来てい
ます。私たちは、過去の経験で培った「安定した品質」をベースとした組織体制整備や
マニュアル整備、「効率的な業務遂行」をベースとした業務プロセス構築・改善・運用
などを合理的な報酬で提供しています。

主なご依頼内容：
1. 決算関連アウトソーシング

 日本基準・・・有価証券報告書・届出書、会社法計算書類、目論見書など
 米国基準・・・SEC向けフォーム（20-F、6-K、10-K等）、アニュアルレポートなど
 国際財務報告基準（IFRS）・・・有価証券報告書、アニュアルレポートなど

2. 情報・データ関連アウトソーシング
 連結業務・・・連結財務諸表、連結キャッシュフロー計算書など
 開示業務・・・有価証券報告書、会社法計算書類、決算短信など
 親会社向け連結パッケージ・・・日本基準、米国基準、国際財務報告基準（IFRS）

3. 管理体制関連アウトソーシング
 J-SOX/US-SOX対応・・・内部統制評価業務
 内部監査・・・内部監査業務（会計、業務、ＩＴ含む）

4. 個別業務関連アウトソーシング
 経理全般・・・記帳、資金管理、債権債務管理、固定資産管理など
 給与計算・・・給与計算、年末調整など
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主なサービス概要～税務サービス～

我が国における税制は、幾度にもわたる法改正を経て、極めて難解なものとなっていま
す。その一方で、法人税・所得税の申告は納税者が行うことが定められており、結果、
「事務処理の誤りにより過度な納税が生じる、あるいは脱税という不名誉な事態に繋が
る」ことも考えられ、企業は多大な事務過誤リスクや銀行などの外部に対する信用リス
クを負っています。

JBA グループでは企業や個人の税務業務を一手に引き受け、公認会計士・税理士をは
じめとした専門知識・豊富な経験を持った専門スタッフが、企業のもう一つのバックオ
フィスもしくは個人のベストパートナーとして全面的な税務の支援サービスを行ってい
ます。

主なご依頼内容：
 法人関連申告支援サービス（記帳代行含む）
 個人関連申告支援サービス
 資産税（相続税等）コンサルティングサービス
 事業承継・再生支援コンサルティングサービス
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本資料に関する免責条項

本資料に基づく情報は、JBAグループ（以下｢JBA｣）が実施した本セミナーによ
る使用のみを目的とし、JBAと本セミナー参加者のみを当事者として限定し作成
したものです。
JBAは本資料に基づく情報について一切の表明や保証をせず、いかなる個人また
は法人に対して、かかる個人または法人が本資料に基づく情報の開示を受けるこ
とまたはそれを使用ないしそれに依拠することにより、JBAにいかなる契約上ま
たはその他の責任や責務は発生しないことをここに明示します。
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